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        ‧ 2030年度までに家庭や事業所などの民生部門の温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す地域 
                   ‧ 単に二酸化炭素を減らすだけでなく、再エネの地産地消や地域課題の解決、産業振興と合わせて進める 
         「地域ぐるみの脱炭素モデル」を全国に広めて行くことを目的とする 
                   ‧ 令和４年度から選定開始。令和７年度までに全国45都道府県133市町村の102提案（共同提案含む）が選 
           定。県内では令和5年2月に佐井村が選定されたのに続き、中泊町が選定された。県も共同提案している。  
 
    
中泊町の取組 
  ◇テーマ：漁業活動の高度化‧スマート化による脱炭素型漁業振興モデルの確立 
  ◇選  定 ：R8.2月 
  ◇取組内容 ：地域電力会社が供給する再エネ電力を利用し、マツカワガレイの陸上養殖事業の拡 
         大（再エネ100％での養殖事業）など 
  ◇共同提案者：青森県、中泊リージョナルパワー（株）、（株）竹内組、小泊漁業協同組合、中泊 
         さかなプロダクツ協議会、中泊町集落支援ネットワーク協議会、（株）青森みちの 
         く銀行、カーボンフリーネットワーク（株） 
  
        15

脱炭素先行地域とは
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参考：重点対策加速化事業について
国では、２０５０年カーボンニュートラル実現のため、地域の創意工夫による温室効果ガス排出削減に向けた取組を

「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」により支援している。「脱炭素先行地域づくり事業」と「重点対策加速化事業」の
両事業があり、県では、「重点対策加速化事業」について、令和７年度に採択された。
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本県で採択された重点対策加速化事業の概要

事業計画名称
ＧＸ青森アクセラレーション事業
〜地域ＧＸで青森をもっと豊かに、もっとくらしやすく〜

計画期間
令和７年度〜１１年度

事業内容
① 住宅向け太陽光発電設備・蓄電池の導入補助事業

太陽光：５万円/kW（上限２５万円）蓄電池：価格の１／３（上限３５万円）

②事業者向け太陽光発電設備・蓄電池の導入補助事業
太陽光：５万円/ｋＷ（上限５００万円）蓄電池：価格の１/３（上限５３０万円）

③遊休公有地（学校跡地）への太陽光発電設備の導入
旧八戸北高校南郷校舎グラウンドに1,222kWの太陽光発電設備を導入

財源額
１０．８億円（５年間）

担当課 ①（エネルギー・脱炭素政策課】 ②【地域企業支援課】 ③【財産管理課】


